第23条　家庭と家族の尊重の指標例　 (JD仮訳) 
家庭と家族の尊重の権利　　
特質
・　家族生活における非差別

・　障害のある人の親としての権利
・　障害のある子どもが地域社会で家庭的な環境で育つ権利

構造指標
23.1 障害のある人を含めた家族生活に関する法律があり、障害のある人とその家族への支援を受ける権利を規定していること。

23.2 家族生活に関する法律の中に、自由で完全な同意に基づいて結婚する権利、家族を形成する権利、子どもの数と間隔を決める権利（性と生殖の医療サービスへの平等なアクセスを含む）、養子縁組をする権利と養子縁組される権利を、障害を理由に、直接または間接的に制限する規定がないこと
。

23.3 子どもの障害を理由に子どもを親から引き離すことを明確に禁止する法律があること。

23.4 親の世話を受けていない障害のある子どもが、地域社会内の家庭的環境で代替的なケアを受ける権利を保障する法律があること
。

23.5 障害のある人の性と生殖の医療サービスおよび家族計画サービスへの平等なアクセスを確保するための規則および政策の採択。
23.6 両親の一方または両方の障害を理由に子どもを親から引き離すことを禁止する法律があること
。 

23.7 子育ての責任を果たすために支援を要請する障害のある親に対して、財政支援、相談援助、地域に根ざした支援、パーソナルアシスサービスなどの支援を確実に提供するための政策を採択すること
。   

23.8 障害児施設への新規入所の一時停止の採択（19.2.3に同じ）
。

23.9 障害のある子どもの社会復帰に関する国の政策(スケジュールと測定可能な目標を含む)を採択すること
。 

23.10 障害のある子どもの家族生活と地域社会へのインクルージョンの権利を確保するために、質の高い家庭的な代替ケアの選択肢のための適切かつ十分な社会サービスの提供を含め、家族の分離を防ぐための、障害のある子どもの家族への支援を確保する国の政策を採択すること
,
。

プロセス指標
23.11 障害のある親が子育ての責任を行使するための支援に割り当てられた予算。
23.12 特に、結婚する権利、家族を形成する権利、性と生殖の権利、養子縁組、親権、法的手続きにおける手続き的配慮を提供する義務、合理的配慮、アクセシブルで、代替的なコミュニケーションの形態などに関して、障害を理由とした差別をしないことに関する研修を受けた裁判官、公証人、医療専門家、ソーシャルワーカー、および関連専門家の数と割合。

23.13 障害のある子どもの社会復帰のための措置に配分された予算と、施設ケアに配分された予算との比較
。
23.14 施設からの退所を促進するために障害のある子どもの権利について研修を受けた児童入所施設の職員、ソーシャルワーカー、関連専門家の数と割合。
23.15 障害のある子どもとその家族への支援を確保し、地域社会の中で家庭的な環境で代替的なケアを提供するために割り当てられた予算

23.16 障害のある人、その家族、一般市民に対し、家族生活や家族関係における障害のある人の権利（性と生殖の医療サービスへの平等なアクセスを含む）、障害のある子どもが地域社会の中で家庭的な環境で生活する権利を促進し、知らせ、また関連する否定的な態度、神話、固定観念と闘うための、意識向上キャンペーンや活動。

23.17 障害のある子どもが地域社会の中で家族生活を営む権利を含め、家族生活と家族関係における障害のある人の権利に関する法律、規則、政策、プログラムの計画、実施、監視に、障害のある子どもと大人が、彼らの代表組織や子ども主導の取り組みなどを通じて積極的に関与することを確保するために実施された協議プロセス
。  

23.18 家庭、家族、家族関係を尊重する権利について、障害を理由にした差別を主張した苦情、および／または障害のある人が関与した苦情で受理されたもののうち、調査および裁定を受けたものの割合、苦情の申立者に有利と裁定されたものの割合、および後者のうち政府および／または義務を負う者が遵守した裁定の割合。苦情解決機関の種類別に集計。

成果指標
23.19 性的関係、避妊具の使用、および生殖医療ケアに関して、十分な情報を得た上で意思決定を自分自身で行う女性および少女の割合（SDGs指標5.6.1に基づく）。年齢および障害、地理的位置別に集計（6.19に同じ）。
23.20 家族生活および家族関係に関して、障害に基づく差別の被害を受けた障害のある人のうち、権利が回復された、またはその違反が是正された障害のある人の数
。
23.21 少なくとも一方の親に障害があり、かつ子どものいる世帯の数と割合。
23.22 親としての責任の行使のために主流(一般)の援助・支援サービスを利用している障害のある人の数。性別、年齢、 障害、援助／支援の種類別に集計。およびそのサービス利用者全体の中での障害のある人の割合。
23.23 親の責任の行使のために障害のある人特有の援助・支援サービスを利用している障害のある人の数。性別、年齢、障害、援助／支援の種類別に集計。またそれらのサービスを要請している障害のある人のうち、それを利用している人の割合。
23.24 親としての権利行使のための援助・支援サービスに対する障害のある人の満足度
。 

23.25 援助・支援サービスを利用している障害のある子どもとその家族の数。性別、年齢、子どもの障害、援助／支援の種類別に集計。およびそれらのサービスを要請している全家族のうちの利用している人の割合。
23.26 代替ケア（（家庭／小規模グループホーム、その他の居住型ケア施設）にいるすべての子どもと比較した、代替ケアにいる障害のある子どもの数と割合。性別、年齢、障害、およびケアの場の種類別に集計(7.26に同じ)。
付属資料
　(翻訳：佐藤久夫、松井亮輔)

� これには、以下のものが含まれる。


- 意思決定能力、精神的能力、法的能力の有無など、障害を理由に直接的または間接的に権利を制限する規定がないこと。


- 特に知的障害のある人や心理社会的障害のある人に対して、法的能力の剥奪（後見人など）を含め、障害を理由に結婚する権利を制限する規定を設けないこと。


- 健康関連の要件を含め、結婚する権利の条件に、直接的または間接的に障害を理由に差別するものはない。例：知的障害のある人が結婚するために司法の承認を要求すること。


- 結婚、結婚相手の自由な選択、結婚関連の助成金の受領、またはその他の目的の前提条件として、障害のある人のみに適用される強制的な婚前健康診断（障害を理由にこれらの権利を制限するおそれがある）を求めないこと。


- 両親の一方または両方の障害を理由に、子どもを両親から引き離したり親権を両親から奪うことを認める規定を含め、障害を理由にした親権の制限をしてはならない。


- 後見、管財人、養子縁組、その他同様の制度に関して（国内法にそのような取り決めがある場合）、障害を理由にした制限を成人に課さないこと。


- 強制不妊手術など、障害のある子どもを含む障害のある人が生殖能力を保持し、アイデンティティ保持の権利を侵害する非自発的な行為（CRPD12条に違反して親や保護者などの第三者による同意がある場合を含む）を認める規定を設けないこと。


� 「地域社会内の家庭環境における代替ケア」は、直系家族が障害のある子どもの世話ができない状況を広く含み、CRPD第23条5に従って、より広い親族内での代替ケアを提供するためのあらゆる努力を国に求め、それが困難な場合、地域社会の家庭的な場でのケアを求めている。


� 親の、実際のまたはあると思われた障害は、単独でまたは他の考慮事項とともに、養育権を含む親権を停止又は剥奪する正当な理由とすることは禁止されるべきである。子どもの最善の利益の決定は、非差別的な基準に基づいて行われるべきである。


� これには、例えば、社会保護給付や障害のある親の特定のニーズや状況に合わせた支援サービス（例えば、障害のあるひとり親の支援策）、障害のある人を含めた親業訓練プログラム、障害のある親を含めた親のピアサポートグループ、または障害のある親によって、障害のある親のために作られたものなど、多様な非強制的な支援策が含まれるべきである。すべての支援サービスおよび関連する情報やコミュニケーションは、ユニバーサルデザインの原則を考慮し、すべての障害のある人にアクセシブルにすべきである。


� この一時停止は、子どもの大規模グループホームと小規模グループホームの新規入所が含まれる。障害のある子どもに関するこの指標での「施設」の要素の詳細は、CRPD委員会、第19条に関する� HYPERLINK "https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD/C/GC/5&Lang=en" ��一般的意見第5号�、CRPD/C/GC/5、16(c)項を参照のこと。 


�　障害のある成人の脱施設化については、CRPD第19条の指標を参照のこと。


� 支援措置は、障害のある子どもとその家族に対する早期かつ包括的な情報、サービス、支援を利用できるようにすることを含み、障害のある子どもとその家族の特定のニーズと状況に合わせて調整されなければならない（例：ろうの子どもの親が手話言語を学ぶための資金援助）。すべての支援サービスや関連する情報やコミュニケーションは、ユニバーサルデザインの原則を考慮し、すべての障害のある人が利用しやすいものにすべきである。心理社会的障害に関連する情報、サービス、支援は、子どもの苦痛の医療化を避け、子どもが家族の内外で自分自身を表現できるように、直接かつ内密に支援されるようにすべきである。


� 政策は、家族関係の維持を優先するため、家族と地域社会を支援する社会サービスに明確かつ優先的に資金を投入することを求めるべきである。直系家族が子どもの世話ができない場合は、より広い親族内での代替ケアを優先させるべきであり、次いで家庭的な環境の中での家族類似ケアや里親ケアを含む質の高い家庭的な代替ケアの選択肢を優先させるべきである。CRPD委員会のCRPD第19条の� HYPERLINK "https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD/C/GC/5&Lang=en" ��一般的意見5号�を参照のこと。


� 本指標では、公的予算の両方向への配分を比較するために総額を求めている。 


� この指標では、CRPD第4条3およびCRPD委員会の� HYPERLINK "https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/treatybodyexternal/Download.aspx?symbolno=CRPD/C/GC/7&Lang=en" ��一般的意見第7号�に沿って、障害のある人に直接または間接的に影響を与える問題に関連する意思決定プロセスに障害のある人を関与させるために、公的機関が行った具体的な活動（協議会合、専門的説明会、オンライン意見調査、法や政策の素案への意見募集などの参加方法と仕組み）を検証することを求めている。この点において、国は以下のことを行わなければならない。


- 協議プロセスを透明でアクセスしやすいものにする。


- 適切でアクセス可能な情報を提供する。


- 障害のある人の団体が自由に意見を表明する際に、情報を保留したり、条件を付けたり、妨げたりしてはならない。


- 登録されている組織と登録されていない組織の両方を含める。


- 早期かつ継続的な参加を確保する。


- 参加者の関連費用を負担する。


� この指標には、例えば以下のようなものが含まれる。


- 障害を理由に法的能力を奪われたことのある人が法的能力を回復し、それに伴い親権を含む家族の権利を回復する（例：子どもの養育を回復する）。


- 強制不妊手術、強制中絶、強制避妊などを受けた障害のある人で、賠償や救済の権利が認められた人。


� 親としての権利の行使についての障害のある人の満足度調査は、権利保有者の意見を把握する評価ツールとして有用であろう。 





2

